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国や国際機関も後押し 

 国や国際機関も持続可能な社会づくりの⼀歩として、⼦供への環境教育を重視する。⽂部
科学省は2008年に改訂した⼩中学校の学習指導要領で、各教科で環境への配慮や⽣き物との
かかわりを学ぶという指針を加え、各校の取り組みを後押ししてきた。

 環境省も16年度以降、⽂科省と共同で「ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）活動⽀援
センター」の設置を進める。ＥＳＤに取り組む団体間の交流や活動事例などの情報共有を図
る狙いだ。

 国連教育科学⽂化機関（ユネスコ）も環境に対する意識の育成に向け、独創的な取り組み
をする学校を「ユネスコ・スクール」に認定している。

 東京家政⼤学の宮本康司准教授（環境教育学）は、「⾃然とふれあうなどの環境教育は幼
少期ほど効果が⾼く、将来にわたる環境意識の醸成につながる」と指摘。「学校などの教育
現場は地域の特⾊を⽣かし、⼦供らの印象により残りやすい原体験の場を⽤意できるよう知
恵を絞ってほしい」と語る。
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